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新潟県・企業の想定為替レートに関する動向調査（2026 年度） 
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２０２６年度の企業の想定為替レートは平均１ドル＝１４３円８３銭となり、前年５月時点（１３８円

３０銭）から５円５３銭の円安水準となった。一方、企業ベースでは１５０円台後半を想定する層

が厚く、「１５６～１６０円」と回答した企業が２５．０％で最高だった。業種別では、『卸売』が１５２

円９４銭だった一方で、『建設』は１２６円２９銭と業界間の差もみられた。また、「輸入」企業が

「輸出」企業より８円８９銭の円安水準を想定していた。 

 

※  調査期間は２０２６年５月１８日～５月３１日。調査対象は新潟県４０５社で、有効回答企業数は２３２社（回答率５７．３％）  
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新潟県・企業の想定為替レートに関する動向調査（2026 年度） 

はじめに 

日米の政策金利の差が急拡大した２０２２年以降、外国為替レート（円・ドル相場）は円安が進行した。

その間、日本銀行による三度の政策金利引き上げで、日米金利差が縮小したことなどにより、一時的に

円安進行に歯止めがかかった。しかし、中東情勢を背景としたエネルギー供給不安や原油価格の上昇圧

力などもあり、再び円安傾向が続いている。円安はインバウンド需要や輸出にとっては好材料となり得る

ものの、原油など原材料の輸入物価を通じて仕入単価が急上昇し、企業の利益を圧迫する要因ともなっ

ている。 

企業が業績の見通しを作成する際に想定（設定）した名目為替レートと、実際の為替レートに大きな乖

離が生じた場合、その乖離が企業の事業遂行や業績に大きな影響を与える。とりわけ、価格転嫁力が弱

く為替ヘッジ手段が限られやすい中小企業では、想定為替レートと実勢レートの乖離が収益計画や資金

繰りを通じて、企業の与信にも関係してくる。 

そこで、帝国データバンク新潟支店は、企業の想定（設定）為替レートについて調査を実施した。本調

査は、ＴＤＢ景気動向調査２０２６年５月調査とともに行った。 

図表１  外国為替レートの推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定為替レートは平均１ドル＝１４３円８３銭 

前年より５円あまり円安方向に修正 

２０２６年５月時点での企業の想定為替レートは、平均で１ドル＝１４３円８３銭（以下、１米ドル当たりの

円レートを示す）となった。前年５月の１３８円３０銭から５円５３銭円安方向に修正された。 

ただし、企業数ベースでは平均よりも円安水準に厚みがある。回答企業を円高水準から円安水準へ順

に並べた中央値は１５２．５円、最も回答が多かった最頻値は１５０円だった。平均値が１４３円台にとどまっ
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新潟県・企業の想定為替レートに関する動向調査（2026 年度） 

たのは、「１３０円以下」とする企業が１１．１％あるなど、比較的円高水準に設定する企業も一定数あり、平

均値を押し下げているためとみられる（図表２）。 

分布をみると、「１５６円～１６０円」を想定する企業の割合が２５．０％と最も高く、「１４６円～１５０円」「１

６１円以上」が１６．７％で続いた。企業の約５割が１４６円～１６０円の幅で想定為替レートを設定している。  

図表２  想定為替レートの分布状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界間で想定為替レートに格差、『卸売』は１５２円９４銭 

業界別に想定為替レートをみると、『卸売』が１５２円９４銭と最も円安水準だった。一方で、『建設』は１２６

円２９銭と１２０円台となったほか、『金融』『サービス』（１４０円）も比較的円高水準の想定となった。 

最も円安水準だった『卸売』と、最も円高水準だった『建設』の差は２６円６５銭となった。輸出入の有無や

原材料・燃料価格への感応度、価格転嫁のしやすさなどの違いが業界ごとの想定為替レートに表れている

可能性がある。 

図表３  想定為替レート～業界別～  
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「輸入」企業は「輸出」企業より８円８９銭の円安水準を想定 

輸出・輸入別に想定為替レートをみると、事業として直接または間接的に「輸出」を行っている企業では１

４８円３３銭となった。 

他方、「輸入」を行っている企業では１５７円２２銭となり、輸出企業を８円８９銭上回る円安水準だった。特

に、「直接輸入のみ」（１５９円）を行っている企業は、「直接輸出のみ」（１４０円）を行っている企業よりも１９

円の円安水準を想定していた。 

規模別では、「大企業」は１０７円５０銭、「中小企業」は１４５円７４銭、中小企業のうち「小規模企業」は１４

０円６４銭だった。 

図表４  想定為替レート～規模、輸出入別～  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

本調査によると、新潟県内企業における２０２６年度の想定為替レートは平均１ドル＝１４３円８３銭であっ

た。昨年５月時点の想定為替レート（１３８円３０銭）と比べ、企業の想定は５円あまり円安方向に修正された。

また、「直接輸出のみ」を行う企業と「直接輸入のみ」を行う企業では、直接輸入企業の方が１９円の円安水

準を想定していた。 

２０１７年以降、実際の外国為替レートと想定レートに大きな差異はなかったが、２０２１年後半から２０２５

年度にかけて、実勢レートは想定レートよりも大幅な円安水準が続いていた（図表５）。２０２６年４月以降の

実勢レートは１６０円前後で推移しており、依然として１０円以上に及ぶ想定為替レートとの乖離が生じてい

る。 

新潟県においては、食品製造業をはじめ米菓、清酒などの食関連産業、燕三条地域を中心とした金属加

工・機械製造業が地域経済を支える基幹産業となっている。また、全国有数の米どころとして農業の比重も

高く、原材料やエネルギーの多くを県外・海外に依存する事業者も少なくない。 

そのようななか、円安は輸出関連企業やインバウンド需要の取り込みに追い風となるものの、輸入原材料

や燃料価格の上昇を通じて収益を圧迫する側面もある。 

今後は、為替変動リスクを注視しながら、コスト管理や価格転嫁の推進、販路拡大や高付加価値化による

収益力向上を図ることが重要となろう。新潟県企業には、変化する為替環境に柔軟に対応できる経営体制

の強化が求められる。 

（円）

想定為替レート

大企業 中小企業

うち小規模

143.83 107.50 145.74 140.64

輸出 148.33 - 148.33 -

直接輸出のみ 140.00 - 140.00 -

輸入 157.22 160.00 156.88 -

直接輸入のみ 159.00 160.00 158.50 -

注：母数は想定為替レートを設定している企業40社

全体
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図表５  外国為替の実勢レートと想定レート  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業規模区分 

中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分 

 

 

 

 

 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング
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